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令和６年横審第２３号 

             裁    決 

押船Ａ被押起重機船Ｂ作業船Ｃ衝突事件 

 

  受  審  人  ａ 

    職  名 Ａ船長 

操縦免許 小型船舶操縦士 

補  佐  人  １人 

  受  審  人  ｃ 

    職  名 Ｃ船長 

    操縦免許 小型船舶操縦士 

 

 本件について、当海難審判所は、理事官熊谷貴樹出席のうえ審理し、

次のとおり裁決する。 

 

主    文 

 

 受審人ａを戒告する。 

 受審人ｃを戒告する。 

 

理    由 

 （海難の事実） 

１ 事件発生の年月日時刻及び場所 

 令和５年６月１９日０８時２７分 

 静岡県御前崎港 

２ 船舶の要目 
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  船 種 船 名 押船Ａ         起重機船Ｂ 

  総 ト ン 数 １９トン 

  全   長             ５６.００メートル 

  登 録 長 １１.９４メートル 

  機関の種類 ディーゼル機関 

   出 力 １,１７６キロワット 

  船 種 船 名 作業船Ｃ 

  登 録 長 ７.８０メートル 

  機関の種類 ディーゼル機関 

   出 力 １４０キロワット 

３ 事実の経過 

Ａは、船体中央やや船首寄りのやぐら上に操舵室を配した鋼製押

船で、同室中央やや左舷寄りに舵輪、その左舷側にＧＰＳプロッター、

同右舷側に機関コンソールをそれぞれ配置し、ａ受審人が１人で乗り

組み、船首１.５メートル船尾３.０メートルの喫水をもって、ジブ

クレーン及びバウスラスターを備え、作業員４人を乗せて資材等約 

３０トンを載せ、船首２.０メートル船尾３.０メートルの喫水とな

った非自航式起重機船Ｂの船尾凹部に船首を嵌合して全長約５８メー

トルのＡ押船列を構成し、御前崎港の西ふ頭の改良工事の目的で、令

和５年６月１９日０８時２０分同ふ頭北部の岸壁（以下「西北部岸壁」

という。）を発し、西ふ頭１号岸壁東端の工事現場（以下「東端工事

現場」という。）に向かった。 

ところで、ａ受審人は、前示工事に約２か月前から従事しており、

作業を始める前には、毎朝、各人の体調等を確認したのち、全員で集

まって打ち合わせを行い、それぞれがイヤホンとマイクを備えた小型

のトランシーバーを装着して互いに通話状況を確認し、以後のＣ及び
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Ｂの作業員との連絡に使用していた。 

また、ａ受審人は、Ｃの援助を受けて西北部岸壁からＡ押船列を

離岸させた経験が数十回あり、東端工事現場に向かう際には、いつも

Ｃの援助を受けて離岸操船を行い、離岸を終えると同船が、Ａ押船列

の前方に出て、航行の先導をすることを承知していた。 

ａ受審人は、後進しながら離岸操船を行い、０８時２１分バウス

ラスターを使用しながらＣの援助を受けて左回頭を始め、０８時２５

分半少し過ぎ援助を終えた同船が右舷方を後進して離れていく状況を

認めて左回頭を終え、０８時２６分少し前御前崎港西防波堤東灯台

（以下「御前崎西東灯台」という。）から２５０度（真方位、以下同

じ。）１,３５０メートルの地点で、船首が０９１度を向いたとき、

Ｃが右舷正横３０メートルのところとなり、その後同船が先航する状

況であれば互いに東端工事現場に向かって無難に航行することができ

る態勢であったが、操縦性能が良いＣが、Ａ押船列の前方に出るまで

に接近することがあっても、いつものように避けてくれるものと思い、

Ｃに対する動静監視を十分に行わなかったので、この状況に気付かず、

前進して針路を０９１度に定め、緩やかに増速しながら手動操舵によ

って進行したところ、同船の前路に向かう態勢となり、Ｃに対して衝

突の危険を生じさせた。 

こうして、ａ受審人は、０８時２７分僅か前右舷船首至近に迫っ

たＣを認め、機関を全速力後進にかけたものの、効なく、０８時 

２７分御前崎西東灯台から２４８度１,２２０メートルの地点におい

て、Ａ押船列は、原針路のまま、４.０ノットの速力（対地速力、以

下同じ。）となったとき、Ｂの右舷船首部がＣの左舷船尾部に、後方

から１０度の角度で衝突した。 

当時、天候は晴れで風力２の北風が吹き、潮候は下げ潮の中央期
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にあたり、視界は良好であった。 

また、Ｃは、船体中央船尾寄りに操舵室を配した鋼製交通船兼引

船で、同室中央やや右舷寄りに舵輪、その右舷側に機関遠隔操縦レバ

ーを備え、ｃ受審人が１人で乗り組み、前示の改良工事の目的で、船

首０.８メートル船尾１.５メートルの喫水をもって、同日０８時 

００分西ふ頭５号岸壁を発し、西北部岸壁に向かった。 

ところで、ｃ受審人は、Ｃを操船して離岸の援助を行った経験が

約６年間あり、ふだん、Ａ押船列が離岸する際、回頭の援助を行った

のち、東端工事現場に至るまでの間、同押船列の前方に出て、他船の

有無等を確認するなどしてＡ押船列を先導していた。 

ｃ受審人は、西北部岸壁付近に到着後、Ａ押船列に係留して待機

し、０８時２０分同押船列から離れ、Ａ押船列の右舷船首部を船首で

押して左回頭の援助を行ったのちに後進を始め、同押船列と距離を設

けたことを認め、Ａ押船列と共に東端工事現場に向かうまでの間、同

押船列の前方に出て先導することとし、後進を終えて態勢を整えた。 

０８時２６分少し前ｃ受審人は、御前崎西東灯台から２４９度 

１,３６０メートルの地点で、船首が０８１度を向いたとき、Ａ押船

列が左舷船首８０度３０メートルのところとなり、その後Ｃが先航す

る状況であれば互いに東端工事現場に向かって無難に航行することが

できる態勢であったが、同押船列が増速するまでに時間がかかり、互

いの位置関係からこのまま前進すれば、いつもと同じようにＡ押船列

の前方に位置することができるものと思い、同押船列に対する動静監

視を十分に行わなかったので、この状況に気付かず、前進して針路を

０８１度に定め、４.０ノットの速力で、手動操舵によって進行した

ところ、Ａ押船列の前路に向かう態勢となり、同押船列に対して衝突

の危険を生じさせた。 
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こうして、ｃ受審人は、０８時２７分僅か前至近に迫ったＡ押船

列を認め、機関の回転数を上げて右舵をとったものの、効なく、Ｃは、

原針路及び原速力で、前示のとおり衝突した。 

衝突の結果、Ａ押船列はＢの右舷船首部の防舷材に擦過傷を生じ、

Ｃは転覆して機関に濡損等を生じたが、のちに修理された。 

 

 （航法の適用） 

 本件は、港則法が適用される御前崎港において、東端工事現場に向か

って共に航行中のＡ押船列とＣとが衝突したもので、適用される航法に

ついて検討する。 

本件は、衝突地点が御前崎港の西北部岸壁から２１０メートルの地点

であるものの、Ａ押船列及びＣ両船にとって見通しの悪い状況ではなく、

出会い頭の状況で衝突したものではないと認められることから、港則法

第１７条の適用がない。 

また、Ｃが、総トン数２０トン未満の汽船であって汽艇等に該当し、

Ａ押船列が、総トン数１９トンのＡと長さ５６メートルのＢとが嵌合し

ているものの、必要な検査を受検していないので一体型プッシャーバー

ジではなく、その外見だけで汽艇等に該当するかどうかを識別できる状

況であったとは認められないことから、港則法第１８条を適用するのは

相当でない。 

 その他、港則法には、本件に適用されるほかの航法規定がないので、

本件には、一般法である海上衝突予防法（以下「予防法」という。）が

適用されることとなる。 

 Ａ押船列及びＣは、互いに他の船舶の視野の内にあり、両船の相対位

置関係のみを見ると、互いに進路を横切る態勢で接近して衝突に至った

ことから、予防法第１５条の横切り船の航法の適用が考えられるが、両
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船が衝突の約１分前にほぼ同時に定針して航行を始め、このとき以降、

衝突の危険が生じたもので、予防法の定型的な航法規定を適用する通常

の運航方法をもって避航動作をとる十分な時間的、距離的余裕があった

とは認められないことから、本件に同条を適用するのは相当でない。 

 その他、予防法には、本件に適用すべき定型的な航法規定がないこと

から、本件は、予防法第３８条及び第３９条を適用して船員の常務によ

り律するのが相当である。 

 

 （原因及び受審人の行為） 

 本件衝突は、御前崎港において、航行中のＡ押船列が、動静監視不十

分で、Ｃの前路に向けて近距離のところで定針して増速し、衝突の危険

を生じさせたことと、Ｃが、動静監視不十分で、Ａ押船列の前路に向け

て近距離のところで定針し、衝突の危険を生じさせたこととによって発

生したものである。 

ａ受審人は、御前崎港において、回頭を終えて東端工事現場に向けて

航行する際、Ｃが右舷方を後進しながら離れていく状況を認めてから前

進して定針する場合、同船がＡ押船列の前方に出る態勢であることを承

知していたのだから、衝突のおそれの有無を判断できるよう、Ｃに対す

る動静監視を十分に行うべき注意義務があった。ところが、同人は、操

縦性能が良い同船が、同押船列の前方に出るまでに接近することがあっ

ても、いつものように避けてくれるものと思い、Ｃに対する動静監視を

十分に行わなかった職務上の過失により、同船の前路に向けて近距離の

ところで定針し、Ｃに対して衝突の危険を生じさせて接近する状況に気

付かずに進行して衝突を招き、Ｂ及びＣ両船にそれぞれ損傷を生じさせ

るに至った。 

 以上のａ受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、
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同法第４条第１項第３号を適用して同人を戒告する。 

 ｃ受審人は、御前崎港において、回頭を終えて工事現場に向けて航行

する際、Ａ押船列と距離を設けたことを認めてから前進して定針する場

合、同押船列の前方に出ようとしていたのだから、衝突のおそれの有無

を判断できるよう、Ａ押船列に対する動静監視を十分に行うべき注意義

務があった。ところが、同人は、同押船列が増速するまでに時間がかか

り、互いの位置関係からこのまま前進すれば、いつもと同じようにＡ押

船列の前方に位置することができると思い、同押船列に対する動静監視

を十分に行わなかった職務上の過失により、Ａ押船列の前路に向けて近

距離のところで定針し、同押船列に対して衝突の危険を生じさせて接近

する状況に気付かずに進行して衝突を招き、Ｂ及びＣ両船にそれぞれ損

傷を生じさせるに至った。 

 以上のｃ受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、

同法第４条第１項第３号を適用して同人を戒告する。 

 

 よって主文のとおり裁決する。 

 

   令和７年２月２０日 

     横浜地方海難審判所 

        審 判 長 審 判 官  米  倉     毅 

 

             審 判 官  浅  野  活  人 

 

             審 判 官  丸  田     稔 

 


